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運用報告書（全体版） 

損保ジャパン・ 
グリーン・オープン 

<愛称> ぶなの森 

第24期（決算日 2023年７月18日） 
 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

①主としてわが国の株式に投資し、中長期的に信

託財産の着実な成長を目指します。 

②当ファンドは東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）をベ

ンチマークとし、これを上回る運用成果を目指

します。 

③環境問題への取組状況と本来の投資価値の両

面から分析し、評価の高い銘柄に投資します。 

主 要 投 資 

対 象 
わが国の株式 

主 な 

組 入 制 限 

株式への投資割合には制限を設けません。 

同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資

産総額の10％以内とします。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配

を行います。 

①分配対象額の範囲は、繰越分を含めた利子、配

当収入と売買益（評価損益を含みます。）等の

全額とします。 

②収益分配金額は、委託会社が基準価額水準等

を勘案して決定します。ただし、分配対象収益

が少額の場合には分配を行わないことがあり

ます。 
 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「損保ジャパン・グリーン・オープン」は、こ

のたび第24期の決算を行いましたので、運用状況をご

報告申し上げます。 

今後とも引続きお引立て賜りますようお願い申し上

げます。 
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損保ジャパン・グリーン・オープン 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(東証株価指数) 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

20期(2019年７月16日) 11,855 200 △ 9.5 1,568.74 △10.1 98.5 － 23,658 

21期(2020年７月15日) 10,790 100 △ 8.1 1,589.51 1.3 97.9 － 21,462 

22期(2021年７月15日) 13,884 300 31.5 1,939.61 22.0 99.6 － 27,145 

23期(2022年７月15日) 13,900 300 2.3 1,892.50 △ 2.4 97.3 － 28,813 

24期(2023年７月18日) 16,725 300 22.5 2,252.28 19.0 97.9 － 36,507 
 

（注１） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注２） 基準価額及び分配金は１万口当たり（以下同じ）。 

（注３） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 (東証株価指数) 騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年７月15日 13,900 － 1,892.50 － 97.3 － 

７月末 14,155 1.8 1,940.31 2.5 98.2 － 

８月末 14,351 3.2 1,963.16 3.7 98.6 － 

９月末 13,746 △ 1.1 1,835.94 △ 3.0 97.3 － 

10月末 14,285 2.8 1,929.43 2.0 97.7 － 

11月末 14,642 5.3 1,985.57 4.9 98.2 － 

12月末 14,241 2.5 1,891.71 △ 0.0 98.1 － 

2023年１月末 14,777 6.3 1,975.27 4.4 97.9 － 

２月末 15,098 8.6 1,993.28 5.3 98.1 － 

３月末 15,206 9.4 2,003.50 5.9 96.8 － 

４月末 15,739 13.2 2,057.48 8.7 97.0 － 

５月末 16,154 16.2 2,130.63 12.6 97.1 － 

６月末 17,333 24.7 2,288.60 20.9 96.2 － 

(期  末)       

2023年７月18日 17,025 22.5 2,252.28 19.0 97.9 － 
 

（注１） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注２） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

 

 



基準価額の推移
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基準価額（左軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

( )分配金再投資
基準価額ベース ( )期中分配金

合計300円

第24期首 第24期末騰落率

22.5％ 16,725円13,900円
基準価額基準価額

● 分配金再投資基準価額およびベンチマーク（TOPIX（東証株価指数））の推移は、2022年７月15日の基準価額をもとに
委託会社にて指数化したものを使用しております。

● 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

● 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税
条件も異なります。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。
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基準価額の主な変動要因

期中の騰落率は＋22.5％となりました。国内株式市場が上昇する中、期を通じて株式を高位に
組入れていた当ファンドの分配金再投資基準価額も上昇しました。
個別銘柄では三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、三井住友フィナンシャルグループ、三井物産、

日本製鉄、日立製作所などの保有銘柄が上昇したことで分配金再投資基準価額は上昇しました。

投資環境  

TOPIXは19.0％の上昇となりました。
期初は世界的金融引き締めを背景に景気後退懸念が意識された一方、堅調な企業決算が下支え

となり横ばい圏での推移となりました。
その後、2022年12月の日銀金融政策決定会合において10年国債利回りの変動許容幅拡大が決
定されると、円高が進行し株価は弱含みましたが、FRB（米連邦準備理事会）の利上げペース鈍化
や中国のゼロコロナ政策解除による景気回復への期待から株価は再度上昇に転じました。
また、米欧の金融システム不安の高まりから急落する場面もあったものの、政府、中央銀行の迅
速な対応に加えて、期末にかけては東証の要請（資本コストや株価の重視、投資家対話の開示、正
確な情報開示）を契機に国内企業の資本効率改善への期待も高まり、海外投資家が大幅買い越し
に転じたことから力強い上昇となりました。

（期首） （期末）
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（出所：Bloomberg）
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当該投資信託のポートフォリオ

期を通して株式の組入比率を高位に維持しました。
期末時点での業種別構成比率はグラフのとおりです。

当期間中は企業の環境問題への取組状況と投資価値の両面からの分析により銘柄入れ替えを行い
ました。
主な購入（ウェイトアップ）銘柄はパナソニック　ホールディングス、ミネベアミツミ、鹿島建設な

ど、主な売却（ウェイトダウン）銘柄はセブン＆アイ・ホールディングス、日本製鉄、富士通などで
す。

その他 24.2％ 電気機器 19.1％

建設業 5.5％

食料品 4.8％

陸運業 4.2％

不動産業 4.0％

医薬品 3.8％

情報・通信業 7.5％

化学 8.8％

輸送用機器 8.9％

銀行業 9.2％

業種別
構成比率

注１．比率は、第24期末における国内株式の評価総額に対する各業種の評価額の割合。

注２．端数処理の関係上、構成比合計が100％とならない場合があります。
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当該投資信託のベンチマークとの差異

当ファンドの騰落率（分配金再投資基準価
額ベース）は、ベンチマーク（TOPIX）の
騰落率（＋19.0％）を3.5％上回りました。
要因別では、業種配分効果、個別銘柄選
択効果ともにプラス要因となりました。業種配
分効果では銀行業、鉄鋼のオーバーウェイト、
サービス業のアンダーウェイトなどがプラス要
因、卸売業のアンダーウェイト、不動産業、
パルプ・紙のオーバーウェイトなどがマイナス
要因となりました。個別銘柄では、日本製鉄、
三井住友フィナンシャルグループ、三菱
ＵＦＪフィナンシャル・グループのオーバー
ウェイトなどがプラス要因に、三菱商事、アド
バンテストのアンダーウェイト、マンダムの
オーバーウェイトなどがマイナス要因になりま
した。
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分配金

収益分配金については、基準価額の水準等を勘案し、次表の通りと致しました。なお、収益分配
に充てなかった収益は、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて引き続き元本と同一の運用
を行います。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第24期

2022.7.16～2023.7.18

当期分配金 300

（対基準価額比率） 1.762％

当期の収益 300

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 10,114

注１．「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額
です。また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

注２．円未満は切り捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。

注３．当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。

決算期におけるファンドの運用成果※をもとに、分配を行うことを目指すファンドです。
※ 運用成果には、インカム収入とキャピタルゲイン・ロスの両方を考慮します。
 インカム収入とは株式の配当収入等、キャピタルゲイン・ロスとは値上がり益・値下がり損をいいます。
・ ファンドに蓄積された過去の運用成果（分配原資）を加味する場合があります。
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今後の運用方針

当ファンドは、企業の環境問題への取組状況と投資価値の両面からの分析によりポートフォリオを
構築しており、今後もこの運用方針を堅持します。環境保全に対する社会的要請が日々高まるなか、
環境先進企業の企業価値はあらゆるステークホルダーから支持される結果、中長期的に向上していく
ことが期待されます。今後も環境分析グループによる環境評価の精度を向上させると同時に、投資価
値に対して市場価格が割安となっている銘柄へ投資していくことで、中長期的に着実な信託財産の成
長を目指します。

１万口当たりの費用明細

項目
第24期

2022.7.16～2023.7.18 項目の概要
金額 比率

（a）信託報酬 249円 1.664％
（a） 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率（年率）×期中の日数年間の日数

期中の平均基準価額は14,977円です。

（投信会社） （116） （0.776） ファンドの運用の対価

（販売会社） （116） （0.776） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの
管理等の対価

（受託会社） （ 17） （0.111） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

（b）売買委託手数料 8 0.053
（b） 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料期中の平均受益権口数

有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式） （  8） （0.053）

（c）その他費用 1 0.004 （c） その他費用＝ 期中のその他費用
期中の平均受益権口数

（監査費用） （  0） （0.003） 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

（その他） （  0） （0.001） 信託事務の処理にかかるその他の費用等

合計 258 1.721

注１．期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要
の簡便法により算出した結果です。

注２．金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

注３．比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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（参考情報）
◯総経費率
期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券

取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経
費率（年率）は1.65％です。

総経費率
1.65%

当ファンド
1.65%
当ファンド
1.65%

運用管理費用
（投信会社）
0.77%

運用管理費用
（販売会社）
0.77%

運用管理費用
（受託会社）
0.11%

その他費用
0.00%

注１．当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
注２．各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
注３．各比率は、年率換算した値です。
注４．上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは

異なります。
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損保ジャパン・グリーン・オープン 

○売買及び取引の状況 (2022年７月16日～2023年７月18日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 6,307 12,358,144 5,156 10,933,804 
 (7,658) (        －)

 
（注１） 金額は受渡代金。 

（注２） 単位未満は切捨て。 

（注３） ( ）内は、増資割当、株式転換・合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

○株式売買比率 (2022年７月16日～2023年７月18日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 23,291,948千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 31,219,663千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.74   
 
（注１） 単位未満は切捨て。 

（注２） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年７月16日～2023年７月18日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

 

  

株式 
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○組入資産の明細 (2023年７月18日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（5.5％）    

鹿島建設 － 282.5 602,007 

大和ハウス工業 142.3 165.5 607,219 

エクシオグループ 75 103.8 293,650 

日揮ホールディングス － 252.4 471,609 

食料品（4.8％）    

江崎グリコ － 59.7 222,382 

森永乳業 60.6 70.6 330,408 

日本ハム 45.2 105.6 416,592 

アサヒグループホールディングス 74.8 76.4 416,150 

キリンホールディングス 147.6 152.3 315,717 

味の素 94.1 － － 

繊維製品（3.5％）    

帝人 － 181.9 266,665 

東レ 649.8 698.4 542,307 

ワコールホールディングス 139 143.8 426,295 

パルプ・紙（1.1％）    

レンゴー 569.1 451.7 385,796 

化学（8.8％）    

旭化成 － 348.7 331,822 

クレハ 23.7 － － 

三菱瓦斯化学 168.8 173.4 367,694 

三井化学 89.8 92.2 369,353 

日本化薬 207.5 271.3 328,815 

ＡＤＥＫＡ － 193.6 522,042 

花王 40 64 332,160 

富士フイルムホールディングス 47 63.3 520,262 

マンダム 110.6 268.6 367,982 

医薬品（3.8％）    

武田薬品工業 172.4 201.5 864,435 

アステラス製薬 236.5 244.5 492,667 

サワイグループホールディングス 32.3 － － 

ゴム製品（－％）    

横浜ゴム 81.5 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ガラス・土石製品（2.5％）    

ＡＧＣ 76 91 451,269 

ニチアス － 153.6 438,988 

鉄鋼（－％）    

日本製鉄 228.9 － － 

非鉄金属（1.4％）    

住友電気工業 257.9 299.2 508,640 

金属製品（1.8％）    

ＳＵＭＣＯ 67.3 － － 

三和ホールディングス 238.9 113.6 213,511 

ＬＩＸＩＬ － 125.8 230,528 

リンナイ 41.1 60 186,840 

機械（2.4％）    

アマダ 287.4 － － 

小松製作所 97.4 － － 

荏原製作所 27.5 － － 

ジェイテクト 274.8 349.1 445,451 

マキタ － 106 423,894 

ＩＨＩ 50.9 － － 

電気機器（19.1％）    

ミネベアミツミ － 235.3 612,015 

日立製作所 82.5 86.4 756,432 

富士電機 52.6 53.2 320,423 

明電舎 99.6 － － 

ニデック － 76.2 592,759 

ダイヘン － 59 326,860 

日新電機 151.9 － － 

ジーエス・ユアサ コーポレーション － 127.4 360,733 

日本電気 82.6 70.9 488,784 

富士通 24.1 － － 

ＥＩＺＯ 67.3 86.5 411,740 

パナソニック ホールディングス － 368.9 620,305 

ソニーグループ 59.1 40 528,000 

ＴＤＫ 111.2 114.3 624,420 

アルプスアルパイン 243.4 － － 
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

カシオ計算機 197.1 － － 

京セラ 33.4 － － 

村田製作所 44.3 101.1 843,982 

ニチコン 222.3 240.8 339,287 

リコー 299.7 － － 

輸送用機器（8.9％）    

トヨタ紡織 99.1 217.8 553,320 

デンソー 49.8 68.4 645,080 

トヨタ自動車 520.2 538.7 1,206,688 

新明和工業 193.8 － － 

マツダ 284.7 197.7 252,561 

本田技研工業 79.4 128.2 541,004 

精密機器（0.6％）    

セイコーグループ － 83.5 216,098 

その他製品（0.9％）    

大日本印刷 110.5 － － 

リンテック 107.3 140.7 321,358 

陸運業（4.2％）    

東日本旅客鉄道 63.7 83.6 639,205 

ヤマトホールディングス 99.6 182.1 477,739 

ＮＩＰＰＯＮ ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス 52.2 46.2 373,527 

情報・通信業（7.5％）    

野村総合研究所 － 125 492,125 

大塚商会 76.3 109.1 627,652 

ＢＩＰＲＯＧＹ 98 100.6 345,359 

日本電信電話 288.6 7,430 1,199,945 

ＫＤＤＩ 89.2 － － 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

卸売業（1.3％）    

三井物産 215.4 89.1 461,359 

小売業（3.1％）    

Ｊ．フロント リテイリング 152.7 157.6 211,341 

セブン＆アイ・ホールディングス 94.7 － － 

ユナイテッドアローズ 134.2 204.7 489,233 

イズミ 98.5 122.2 422,689 

銀行業（9.2％）    

めぶきフィナンシャルグループ 1,143.1 1,388.5 475,977 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,318.6 1,348.2 1,460,100 

三井住友フィナンシャルグループ 169.7 182.5 1,169,095 

千葉銀行 389.3 213 196,322 

保険業（3.7％）    

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 105.6 130 659,100 

第一生命ホールディングス 255.7 238.6 654,957 

その他金融業（0.7％）    

イオンフィナンシャルサービス 208.6 215.5 264,634 

不動産業（4.0％）    

東急不動産ホールディングス 472.6 543.6 425,258 

三井不動産 183.4 215.2 593,198 

三菱地所 217.2 － － 

イオンモール － 232.2 402,054 

サービス業（1.2％）    

綜合警備保障 107.3 558.5 439,316 

合 計 
株 数 ・ 金 額 14,105 22,915 35,735,210 

銘柄数＜比率＞ 78 73 ＜97.9％＞ 
 

（注１） 銘柄欄の( )内は国内株式の評価総額に対する各業種の

比率。 

（注２） 合計欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

（注３） 評価額の単位未満は切捨て。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2023年７月18日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株式 35,735,210 95.3 

コール・ローン等、その他 1,762,653 4.7 

投資信託財産総額 37,497,863 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切捨て。 
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年７月18日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 37,497,863,928   

 コール・ローン等 1,729,447,458   

 株式(評価額) 35,735,210,720   

 未収配当金 33,205,750   

(B) 負債 990,616,132   

 未払収益分配金 654,842,902   

 未払解約金 55,758,234   

 未払信託報酬 279,528,063   

 その他未払費用 486,933   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 36,507,247,796   

 元本 21,828,096,737   

 次期繰越損益金 14,679,151,059   

(D) 受益権総口数 21,828,096,737口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 16,725円 

 
（注１） 信託財産に係る期首元本額20,729,966,958円、期中追加設定

元本額4,388,470,121円、期中一部解約元本額3,290,340,342円

（注２） 期末における１口当たりの純資産総額 1.6725円 

 

○損益の状況 (2022年７月16日～2023年７月18日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 881,057,862   

 受取配当金 881,457,875   

 受取利息 △             6   

 その他収益金 15,823   

 支払利息 △       415,830   

(B) 有価証券売買損益 5,908,252,506   

 売買益 6,674,747,178   

 売買損 △   766,494,672   

(C) 信託報酬等 △   533,101,130   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 6,256,209,238   

(E) 前期繰越損益金 3,526,088,146   

(F) 追加信託差損益金 5,551,696,577   

 (配当等相当額) (  12,949,664,095)  

 (売買損益相当額) (△ 7,397,967,518)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 15,333,993,961   

(H) 収益分配金 △   654,842,902   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 14,679,151,059   

 追加信託差損益金 5,551,696,577   

 (配当等相当額) (  12,949,664,095)  

 (売買損益相当額) (△ 7,397,967,518)  

 分配準備積立金 9,127,454,482   
 

（注１） 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２） 信託報酬等には、消費税相当額を含めて表示しております。

（注３） 追加信託差損益金とは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。  
（注４）分配金の計算過程（2022年７月16日～2023年７月18日）は以下の通りです。 

項 目 
2022年７月16日～ 
2023年７月18日 

a. 配当等収益(費用控除後) 811,861,335円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 5,444,347,903円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 12,949,664,095円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 3,526,088,146円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 22,731,961,479円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 10,414円 

g. 分配金 654,842,902円 

h. 分配金(１万口当たり) 300円 
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 300円 
 
＜分配金をお支払いする場合＞ 

・ 分配金は、原則として各決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しています。 

＜分配金を再投資する場合＞ 

・ お手取り分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資しています。 

＜課税上の取扱いについて＞ 

・ 分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。 

・ 分配金落ち後の基準価額が個別元本と同額の場合または個別元本を上回っている場合は、分配金の全額が普通分配金となります。 

・ 分配金落ち後の基準価額が個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となります。 

・ 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、収益分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・ 個人の受益者に対する課税 

税率は普通分配金について、20.315％（所得税及び復興特別所得税15.315％、並びに地方税５％）です。 

 

※ 上記は源泉徴収時の税率であり、税率は課税方法等により異なる場合があります。 

※ 少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じ

る配当所得及び譲渡所得が５年間非課税となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。 

※ 法人の受益者に対する課税は、税率が異なります。 

※ 上記内容は、税法が改正された場合等には変更になることがあります。 

※ 課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家または税務署等にご確認ください。 

 

 


